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居住していることになる。世界銀行による 2019年の一人当たり GDPは 5,414.8ドルで，ラテンア
メリカ地域の中ではハイチ，ニカラグア，ホンジュラス，エルサルバドルに次いで低かった1）。ま
た，国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（CEPAL: Comisión Económica para América Latina y 





2030”」（Plan Nacional de Desarrollo “Paraguay 2030”）を策定し，①貧困削減と社会開発，②包摂
的な経済成長，③国際社会へのパラグアイの責任ある参画，の 3つをその戦略的行動計画の主軸
とした。言うまでもなくこの“パラグアイ 2030”は，2030年までに国際社会が協力して取り組む
べき共通の課題を 17の目標として掲げた「持続可能な開発目標」（SDGs: Sustainable Development 
Goals）に呼応して策定されたものである。SDGsは，「国連ミレニアム宣言」（2000年採択）を基
にまとめられた「ミレニアム開発目標（MDGs: Millennium Development Goals）」（2001年策定）
が 2015年に達成目標年を迎えたため，その後継的位置づけにより，2015年の国連サミットで採
択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」（2030 Agenda for Sustainable Development）
に盛り込まれたものである。
　“パラグアイ 2030”は，SDGsの掲げる 17の目標のうち，とりわけ貧困撲滅に関する目標 1と，すべ
ての人々への公平で質の高い教育の提供を求める目標4に重きを置いた内容となっている4）。本稿ではま
1）　キューバとベネズエラを除く，ラテンアメリカ域内 19カ国 1地域の中での順位である。（The World Bank, 
https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=ZJ, 最終閲覧日 2020年 9月 27日）
2）　英語名称は Economic Commission for Latin America and the Caribbean（ECLAC）。
3）　0から 1の範囲で格差状況を表す指標で，完全に平等な所得分配ができている状態を 0と想定し，1に近いほど
その社会の所得分配格差が大きいことを示す。
















for International Student Assessment）5）や，国際教育到達度評価学会（IEA: International Association 
for the Evaluation of Educational Achievement）による国際数学（算数）・理科教育調査（TIMSS: 
Trends in International Mathematics and Science Study）6）がよく知られているが，ラテンアメリ
カ地域では，「域内比較分析調査（Estudio Regional Comparativo y Explicativo）」と称する独自の
学力調査も実施されてきている。UNESCOラテンアメリカ・カリブ海地域事務所（OREALC/
UNESCO Santiago: Oficina Regional de Educación para América Latina y el Caribe）の域内事業の一
環として，「教育の質的評価のためのラテンアメリカ研究所（LLECE: Laboratorio Latinoamericano 







5）　15歳生徒を対象に，2000年（32カ国が参加）より 3年毎に実施され，7回目となる 2018年には 79の国と地域
が参加した。ラテンアメリカ地域においては，アルゼンチン（首都ブエノスアイレス =CABA: Ciudad Autónoma de 
Buenos Airesのみ），ブラジル，チリ，コロンビア，コスタリカ，メキシコ，ペルー，ドミニカ共和国，ウルグア
イの 9つの国・地域で実施された。











され，域内 15カ国と 1州の 3,000以上の小学校から，約 19万 5,800人の児童（3年生・6年生）が
参加した。1回目（PERCE）は 1997年に 13カ国（児童約 55,000人）が，また 2回目（SERCE）は




各調査略称 実施年 参加国・地域数 参加国・地域名


























作文），算数，理科の各試験に 3,175～ 3,231人が参加した［OREALC/UNESCO Santiago－LLECE 
































































































と評価された児童は 66.5％に上り，IIが 17.1％，IIIが 12.6％，IVが 3.8%であった。6年生の算数








熟度レベル Iという結果であった［OREALC/UNESCO Santiago－LLECE 2015: 59―71, 87］。
開発のためのPISA
　パラグアイは 2017年に，OECD・世界銀行・UNESCOにより実施された「開発のための PISA
（PISA-D: PISA for Development）」にも参加している。PISA-Dは，学習到達度調査によるエビデン
スに基づき，必要な教育改革政策を各国が策定・施行できるよう支援するための国際教育協力の試
みでもあり，パラグアイからは，全国で選定された 205校より，約 5,000人の生徒（15歳），205





数学では 8.3％に留まった［OECD 2018a: 5―7］。PISA-Dに参加したのは学校に通学できている生徒
に限られるため，中等教育の純就学率（2015年データ）が 80％ほどであったことからすれば［OECD 





































の支援に関す法的・組織的整備（第 80条），国家予算の 20％以上の教育予算への配分（第 85条）
等が謳われた。パラグアイでは，国民の 77％がグァラニー語を日常的に話し（2012年国勢調査），
非先住民人口にも同言語の話者が広く存在するという，ラテンアメリカ域内でも特異な社会状況が
















化省（当時／MEC: Ministerio de Educación y Cultura）に戦略的教育改革計画の策定と実行を委ね
ることとなった。国際的教育協力潮流の流れを汲んで，パラグアイの教育改革においても，基礎教




戦略的教育改革計画 “パラグアイ 2020” 













　2008年に “パラグアイ 2020” は更新されたが，その前年より，教育文化省と教育文化全国委員会





















CONEC 2008: 18―22］。加えて，表 3に示す通り，将来的に達成すべき数値目標も具体的に示された。
表 3　“パラグアイ 2020” 更新版による関連指標と達成目標
指標 2006年：実績 2013年：目標 2020年：目標
基礎教育課程入学率（小学 1年入学率） 67％ 80％ 95％
基礎教育課程修了率（中学卒業率） 42％ 62％ 72％
国家予算に占める教育文化省予算の割合 19％ 25％ 30％
（出所）MEC/CONEC［2008: 25―27］より抜粋し筆者作成
　“パラグアイ 2020” 更新版で示された数値目標の達成状況については，たとえば基礎教育課程入
学率の場合，2013年には 65％に留まり目標の 80％には至らなかったものの，2016年には 90％に
達し，順調に改善されていることが確認できる14）。基礎教育課程修了率についても，2013年には
57％，2015年には 61％［Glavinich 2018: 224］と徐々に増加し状況は改善されてきているものの，
当初の予定よりも 2年以上遅れての目標達成ペースであることが見て取れる。国家予算に占める教
育文化省予算の割合もまた，2013年には 2006年以降最低の 14％に落ち込み，2017年においても
16％に回復したに過ぎず［Juntos por la Educación 2019: 53］，目標達成には程遠い予算状況であっ
たことが窺われる。
国家教育計画 2024
　教育文化省は，2008年に更新された「戦略的教育改革計画 “パラグアイ 2020”」を基に，翌 2009














































16）2015年 3月 8日付 Ultima Hora紙の記事 “Ministra de Educación admite fallas en la reforma de los 90”より。
 （https://www.ultimahora.com/ministra-educacion-admite-fallas-la-reforma-los-90-n878526.html, 最終閲覧日 2020年 9
月 26日）
17）2017年 6月 22日付 5 Días 紙の記事 “Paraguay, entre los que menos paga a maestros” より。







教育科学省（Ministerio de Educación y Ciencias／略称はMECのまま）に名称変更がなされ，今




























18）教育科学省組織基本法の詳細については，以下のパラグアイ国会図書館（Biblioteca y Archivo del Congreso de la 
Nación）の公式 Webページで確認できる。（https://www.bacn.gov.py/leyes-paraguayas/5260/establece-la-carta-
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要　　旨
　長年にわたりラテンアメリカの最貧国の一つに数えられてきたパラグアイでは，国や社会を豊かに
する鍵は教育にあるとして，過去 30年近くにわたり継続的に教育改革が推進されてきた。1992年憲
法では永続的な教育権の保障が謳われ，「教育改革の年」と位置づけられた 1994年以降には，基礎教
育の完全普及を柱とする国際的な教育達成目標や教育協力の潮流の下，カリキュラムの見直しや教員
の待遇改善を含む様々な改革計画が策定され，実行に移されてきた。「戦略的教育改革計画 “パラグ
アイ 2020”」（1996年～）や「国家教育計画 2024」（2009年～）がその代表的取組である。そうした
取組の成果として，教育の量的拡大はある程度達成できたものの，パラグアイが参加してきた国際的
学力調査の結果にも示されているように，質的向上については依然として課題が残る現状にある。
